平成30年度　事前評価調書
１ 事業概要
	事業名
	堺泉北港 汐見沖地区　国際物流ターミナル整備事業

	担当部署
	都市整備部　港湾局　計画調整課　事業グループ　（連絡先　0725－21－7357）　

	事業箇所
	泉大津市 夕凪町地先

	事業目的
	堺泉北港における中古自動車の輸出量は、平成29年に日本３位（西日本１位）を誇るとともに、中古自動車に関連する検疫検査やオークション会場、自動車修理工場が集積するなど、地域の活性化に貢献している。

しかしながら近年では自動車運搬船（PCC船）の大型化や貨物の増加が進み、汐見沖地区では既存岸壁の１バースでは対応が困難な状況である。また中古自動車の保管ヤードが分散していることによる岸壁への横持ちや助松地区内では中古自動車・RORO貨物・コンテナ貨物を共有せざるを得ないことで貨物が輻輳し、荷役の非効率が課題となっている。

一方、船会社からも中古自動車・RORO貨物の増加に対応した効率的な荷役環境への改善要請や、国が推進する「働き方改革」の観点から、トラックドライバー不足に対応したモーダルシフトの促進を図る必要があることから、物流総合効率化法に認定された船会社よりRORO船の大型化に対応した環境整備の要請がある。
本事業は、上記の課題や要請に対応するため、背後に広大なヤードを有する汐見沖地区において、新たな岸壁を整備し、中古自動車輸出拠点機能の更なる強化を図ることによって、南大阪地域の基幹産業の国際競争力強化につながる。さらには新規岸壁の整備によりふ頭の再編を図ることが可能となることで、「働き方改革」の実現に寄与するユニットロードターミナル機能の強化や西日本・北関東方面からの内航RORO機能の強化による国際フィーダー貨物の集荷力が高まることによって、国際コンテナ戦略港湾阪神港の支援にも資することから事業を実施するものである。

	事業内容
	○事業内容：岸壁(水深11m　260ｍ)、泊地(水深11m　15,500㎥)


	事業費
	全体事業費：約20.6億円〔国：10.3億円、府：10.3億円〕
○全体事業費　：20.6億円

・設計費　　　： 0.2億円

・工事費　　　：20.4億円

	
	【事業費の積算根拠】

予備設計により、断面等を設定し数量を算出。
	【工事費の内訳】

・岸壁　　　　：20.0億円

・泊地浚渫　　： 0.4億円

	事業費の変動要因
	概算額で計上しており、詳細設計により変動する可能性がある。

	維持管理費
	1,030万円／年（総事業費の0.5％：港湾整備事業の費用対効果分析マニュアルに基づく）

	関連事業
	大阪湾圏域広域処理場整備事業（泉大津沖埋立処分場）（2023年度に竣功予定）


２ 事業の必要性等に関する視点
	上位計画等に

おける位置付け
	○大阪府の行政計画

堺泉北港港湾計画（2006年2 月改訂）

大阪府営港湾長期構想（あすぽーと２１）（2005 年6 月策定）

大阪府都市整備中期計画(案)（2016.3改訂）
○国土交通省における行政計画

関西シリコンベイ構想（2005年9月）
関西広域地方計画（2016年3月）

	優先度
	・増大する中古自動車輸出需要への対応によって、大阪湾の中古自動車輸出拠点機能を更に高め、地域の基幹産業の更なる活性化に寄与するため優先的に整備を進める。
・ＰＣＣ船の大型化や沖待ち解消のために岸壁の新規整備（対象事業）や、ＲＯＲＯ貨物の増加に伴う船舶の大型化、荷捌地確保（助松地区）への対応について船会社より早期実現の要請がある。
・大阪府都市整備中期計画において、2020度までに着手する事業として位置付けられており、優先的に整備する岸壁である。

	事業を巡る
社会経済情勢等
	・近年では日本全国・堺泉北港からの輸出台数は増加傾向。
日本全国における中古自動車の輸出台数
（2011年100万5千台　⇒　2017年：129万8千台）
堺泉北港における中古自動車の輸出台数
（2011年11万4千台　⇒　2017年：16万4千台）
・PCC船・RORO船については近年、船舶が大型化傾向。
・堺泉北港で取り扱うコンテナ取扱量は2001年以降最高となる３万TEU。

・国が推進する「働き方改革」の観点から、トラックドライバー不足に対応したモーダルシフトの促進を図る必要があることから、物流総合効率化法に認定された船会社よりRORO船の大型化に対応した環境整備の要請がある。

	地元の協力体制等
	・2016年度より港湾運営会社である堺泉北埠頭株式会社によって汐見沖地区等のふ頭の運用を開始し、民の視点によるポートセールスの展開によって中古自動車の輸出量増加やRORO船貨物の取り扱い増に寄与。
・貿易・海運・港運・倉庫・臨海工業等の港湾関係者等が加入する大阪府港湾協会及び民間企業、大阪府と合同でオセアニア・アフリカ地域をターゲットにした中古自動車に関するポートセールスを展開。

・泉大津港湾振興会（会長：泉大津市長）や堺泉北港港湾振興連絡協議会(会員：堺市･高石市･泉大津市)が、幅広くポートセールスや企業誘致を行っている。



	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞


	【効果項目】
・陸上輸送コスト削減効果
【分析結果】
・B/C＝２．６１
　B＝４７．１億円　C＝１８．１億円
【算出方法】
「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」国土交通省港湾局により算出

・陸上輸送コスト削減効果
【受益者】
岸壁利用者、地域経済

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、
快適性等の有効性）
	【活力】

· 汐見沖地区における新規岸壁の整備と、これによるふ頭再編により、船舶の大型化や中古自動車輸出量の増加に的確に対応するとともに、港内の適切な貨物配置が実現可能となる。

· 汐見沖地区では南大阪地域の基幹産業である中古自動車輸出拠点機能の更なる強化が図られる。

· 汐見沖地区の岸壁整備に伴い、中古車・コンテナ等が混在している助松地区ではコンテナ・RORO事業の効率的な運用が可能となることで、ユニットロードターミナル機能の強化による「働き方改革」につながる。

· 西日本・北関東方面から国際フィーダー貨物の集荷力の向上が図られることで国際コンテナ戦略港湾阪神港の支援にもつながる。
【受益者】

・岸壁利用者

・地域経済


３ 事業の進捗の見込みの視点
	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	2019年度 測量、詳細設計

2020年度 岸壁工事着手

2021年度 泊地浚渫工事着手

	完成予定年度
	2024年度末


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
	代替手法との

比較検討
	原案（桟橋形式）と代替案（ケーソン形式）との比較一覧を以下に示す。

桟橋形式(原案)
ケーソン形式
①構造概要

杭を打設し、桟橋形式の岸壁を構築する。

ケーソンを据え付け、岸壁を構築する。

②一般的特徴

軟弱な地盤でも施工可能であり、既存の護岸を活かし岸壁の構築が可能

ケーソンを据え付けるため、大規模な地盤改良が必要

③今回事業に適用した場合の環境への影響

小

大

（地盤改良により水質汚濁が発生）

④施工費

約20 億円

約24 億円

⑤評価

経済性に優れ、環境への影響も小さい

○

経済性に劣り、環境への影響も大きい

×




５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・環境への影響が少ない桟橋方式を採用

・施工時における汚濁拡散防止膜の設置

・海域生物の生息に配慮した構造物（魚巣ブロック等）の設置を行い、生物生息域の確保を図る。

	その他特記事項
	・助松地区には耐震性が確保された岸壁があり、物流企業の「事業継続計画（ＢＣＰ）」において進めるモーダルシフトに資するものである。


６ 対応方針（原案）
	対応方針
（原案）
	○事業実施
· 汐見沖地区における新規岸壁の整備と、これによるふ頭再編により、船舶の大型化や中古自動車輸出量の増加に的確に対応するとともに、港内の適切な貨物配置が実現可能となる。

· 汐見沖地区では南大阪地域の基幹産業である中古自動車輸出拠点機能の更なる強化が図られる。

· 汐見沖地区の岸壁整備に伴い、中古車・コンテナ等が混在している助松地区ではコンテナ・RORO事業の効率的な運用が可能となることで、ユニットロードターミナル機能の強化による「働き方改革」につながる。

· 西日本・北関東方面から国際フィーダー貨物の集荷力の向上が図られることで国際コンテナ戦略港湾阪神港の支援にもつながる。
以上の理由から、事業を実施する。


